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表 2 に、わが国の教育機関等において実施されている MOT 教育プログラム（受講対象者別）
を示すが、大学理系学部において「主に社会人向け」と「主に大学院生向け」の教育カリキュ
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表 2：わが国における MOT 教育プログラムの状況（受講対象者別）
＜注①＞企業や民間教育機関等が主催する教育プログラム。
＜注②＞ MOT を教育目標の中心とするプログラムだが、文部科学省が定める学位を取得できないもの。
























ディグリー 12 14 26 16 5 21 0 47
ノンディグリー＜注②＞ 14 5 19 5 3 8 12 1 13 40
その他＜注③＞ 3 7 10 2 5 7 1 1 18
計 29 26 55 23 13 36 13 1 14 105

















2. 1 技術・工学系企業から自然派生した MOT 企業内教育
企業内教育における MOT 教育は、技術・製造系メーカー等の企業戦略上の必要性から自然
発生的に派生している。企業内における最初の MOT 教育は、米国 NRC （National Research 
Council）が 1987 年に産官学からの人材を集めてワークショップを構成し、その結果を
「Management of Technology –The Hidden Competitive Advance」［4］という表題で報告書




求人Ａ 就職Ｂ Ｂ/Ａ 求人Ａ 就職Ｂ Ｂ/Ａ
農林水産・鉱業など 0 0 － 2 0 0.0%
製造業 160 18 11.3% 386 25 6.5%
建設業 93 13 14.0% 206 13 6.3%
電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 － 0 2 －
情報通信業 82 22 26.8% 224 33 14.7%
運輸業、郵便業 17 4 23.5% 37 4 10.8%
卸小売業 230 79 34.3% 427 92 21.5%
金融・不動産業 48 23 47.9% 94 36 38.3%
各種サービス業 196 39 19.9% 429 36 8.4%
公務その他 0 2 － 0 2 －














2. 2 応用力と実践力が不十分な大学における MOT 教育
大学教育における MOT 教育（社会人向けの大学院教育等を含む）は、上記の企業内
MOT 教育と教育ポリシーを共有しているものが多く、やはり技術・工学系より派生してい
る。最初の MOT 研究とされるのは、1914 年に始まった米国 MIT（Massachusetts Institute 
Technology）における技術と経営を融合させる取り組みであったとされる［7］。この時点で
の MOT の基本は、技術を管理下に置き、より上位の目的達成のためにそれを制御することで
あった。その後、1981 年に同大学スローンスクールにおいて MOT プログラムが開講されて

































































































表 4：MOT 教育ガイドライン～ MOT 標準カリキュラム～
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⑴ 企業内における MOT 教育は、技術・製造系メーカー等の企業戦略上の必要性から自然発
生的に派生している。つまり、文系からの視点や研究アプローチが不足しており、これら
の解決が今後の課題となる。
































⑶ プロジェクト期間は、2015 年 6 月～ 12 月までの約 6 カ月間とする。学生は、単なる思い
つきのアイデアではなく、当該特許の技術特性を十分理解・活用した上で、新製品開発の
ビジネスプラン提案を行う。
⑷ 各大学は、企業側から提示された未利用特許（10 件程度を予定）の中から 10 月中旬まで
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3. 2 プロジェクト実践の具体的手法















3 残り予算を考慮した商品提案技術 第3898395号 予算と人数を予め入力すると、予算範
囲内のメニューを表示。残高も管理。
4 捕獲遊具技術 第3968093号 ＩＣタグ付きの遊具で動物や魚を捕獲
するゲーム技術。
5 打音分析による物品検査技術 第3881445号 打音スペクトルにより、対象物の正
常・異常を検出する技術。
6 空気袋を用いた接触センサ技術 第5546285号 空気袋に触れた時、音に加え音波を発
生・検出する装置技術。
7 塗料を使わない金属の発色技術 第4748735号 ナノホール構造体を用い、塗料を使わ
ずに金属表面を発生させる技術。
8 フレキシブルな太陽電池 第5352824号 薄くて、曲げられるフィルム状の太陽
電池。この形状では最高の発電効率。
9 二次元アクチュエータ 第5317154号 Ｘ方向、Ｙ方向の二次元に移動・振動
する小型・薄型アクチュエータ。















































び経済学部の 3 チーム（学生は計 10 名、いずれも 3 回生、うち女子 1 名、中国人留学生 1
名）から応募があり、この 3 チームのプロジェクト指導を筆者が担当することとなった（表
7、写真 1 参照）。なお、3 チームのうち、経営学部の 2 チームの学生は、全員が筆者の担当
科目（当時）であった知財管理論（2014 ～ 2015 年度）の授業受講者である。
本事例で考察すべき主な論点は、以下のとおりである。
⑴ 本事例が、文系からの視点を考慮した MOT 教育の研究アプローチとして有効か。
⑵ 本事例が、文系学生が技術・工学系の知識について理解を深め、実社会への応用力と実践
力を持つ MOT 教育として機能しているか。




＜第 1 ステップ＞ 未利用特許の選定








































表 7：指導を担当した文系学生 3 チーム
写真１：文系学生チームによる勉強会
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Who? アウトドア派の若者 エコ志向の家族 公園を利用する人が 若い女性が
when? 外出時 晴天日など 公園の利用時に デートなどで
















































































⑷ これに対し、文系学生 A チームは、その技術特性を活かした以下の 2 つの製品アイデア（製
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⑵ したがって、製品 S サイズ（W15cm × H10cm）および L サイズ（W80cm × H150cm）の
場合、発電量は以下の式で計算される。
S サイズ：37.9mAh × 100/135 × 150cm2=4,211mA
L サイズ：37.9mAh × 100/135 × 12,000cm2=337A




（注）変換効率 16.7% は、JAXA 公表数値。AM （Air Mass）は、太陽光が大気圏から地表
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4. 2 全国大会に参加できなかった 2 チームの学生の意識変化


















⑷ このように考えると、文系学生にとって有効な MOT 教育を行うためには、関連の授業科
目履修に加え、PBL など学外の実践的プロジェクトとの連動性や相乗効果を実現できる教
育環境づくりが有効と考えられる。














表 9：文系学生 B・C チームのヒアリング内容等
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4. 3 授業科目「知財管理論」受講との関連性














PBL プロジェクトでは、学生 A・B・C3 チーム合計で、ブラッシュアップ中間審査会など主










































































































［注 1］ リベラルア ツーとは、古代ギリシアやローマで「人を自由にする学問」として生まれた。わが国では「文系（Arts）
と理系（Science）を含む教養教育」と解されることが多い。
［注 2］ 社会人基礎力とは、経済産業省が 2006 年から「職場や地域社会で多様な人 と々仕事をしていくために必要な基
礎的な力」として提唱しており、「前に踏み出す力」（Action）、「考え抜く力」（Thinking）、「チームで働く力」
（Teamwork）の 3 つの能力（12 の能力要素）から構成される。










［注 7］ 新製品（商品）の企画アイデア発想法としては、有名なブレ ンーストー ミング法（拡散型）、KJ 法（収束型）のほか、
アナロジー法、焦点発想法、オズボ ンーのチェックリストなど、様 な々手法がある。





［注 9］ 企業・団体等へのヒアリングは、今回、日程を前後し、全国大会に出場しなかった文系学生 B・C2 チームに対し
ても行った（詳細は、第 4 章 4.2 に記載）。
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